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Ⅰ．当社の概況及び組織に関する事項 

１. 商号 

第 四 証 券 株 式 会 社 

 

２. 登録年月日（登録番号） 

平成１９年 ９月３０日（関東財務局長（金商）第１２８号） 

 

３. 沿革及び経営の組織 

 （1） 会社の沿革 

年   月 沿      革 
 

 

 

昭和２７年 ８月 

昭和２９年 ２月 

昭和３６年１０月 

昭和３７年 ５月 

昭和４４年１１月 

昭和４７年 ３月 

昭和５２年１０月 

昭和５５年 ７月 

 

昭和５９年１１月 

昭和６０年 １月 

昭和６１年１０月 

昭和６１年１２月 

昭和６３年 ７月 

昭和６３年 ９月 

昭和６３年１０月 

平成 ２年 ６月 

平成 ５年 ３月 

平成 ９年１１月 

平成 ９年１２月 

 

平成１０年 ９月 

平成１０年１２月 

平成１２年 ２月 

平成１２年 ４月 

平成１４年１１月 

平成１８年 ３月 

平成１９年 ９月 

平成１９年１１月 

平成１９年１１月 

平成２１年１２月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ３月 

平成２５年 ７月 

 

平成２７年１０月 

 

 

 

 

長岡市呉服町に「中証券株式会社」を創立 

大手出張所を新設 

直江津支店を新設 

小千谷営業所を新設 

本店新築移転(長岡市城内町 2-7-5)、大手営業所廃止 

糸魚川営業所を新設 

三条営業所を新設 

新潟営業所を新設 

新潟証券取引所正会員加入 

本店新築移転（長岡市城内町 3-8-26） 

高田営業所を新設 

長岡駅前営業所を新設 

豊栄営業所を新設  

東京営業所を新設 

本店長岡分室を新設 

資本金６億円となる 

柏崎営業所を新設 

豊栄営業所、長岡駅前営業所、本店長岡分室を廃止 

「新潟証券株式会社」に商号変更 

燕支店、新発田支店、六日町支店、新津支店、村上営業所   

（現：村上支店）を新設 

東京営業所を廃止 

証券業の登録［関東財務局長(証)第 101 号］ 

新潟証券取引所会員脱退 

東京証券取引所正会員加入 

加茂営業所を新設 

資本移動により「第四銀行グループ」となる 

金融商品取引業の登録[関東財務局長（金商）第 128 号] 

ジャスダック証券取引所参加者資格取得（現：大阪証券取引所） 

西新潟支店を新設 

長岡大手支店を新設 

西新潟支店を廃止 

出来島支店を新設 

加茂営業所を廃止 

大阪証券取引所取引参加者資格契約解除 

（東京証券取引所との現物市場統合のため） 

「第四証券株式会社」に商号変更 

第四銀行完全子会社（株式交換） 
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（2）経営の組織 

  

 

 

 

 

 

 

営 業 管 理 課

売 買 審 査 課

監 査 課監　   査　   部

新 潟 管 理 課

新 潟 一 課

新 潟 二 課

ホームトレード室

営
業
店

新 潟 営 業 部

営 業 統 括 部

新 発 田 支 店

新 津 支 店

株 主 総 会

取 締 役 会

監 査 役 会

監 査 役

長 岡 大 手 支 店

直 江 津 支 店

小 千 谷 支 店

コンプライアンス本部

営
業
本
部

取 締 役

常務取締役

引 受 審 査 室

六 日 町 支 店

コンプライアンス部

業務システム部

燕 支 店

法 人 部

村 上 支 店

本 店 一 課

本 店 管 理 課

本 店 二 課本 店 営 業 部

業 務 課

経 理 部

糸 魚 川 支 店

経 理 課

柏 崎 支 店

管
理
本
部

企 画 課

会 長

高 田 支 店

出 来 島 支 店

三 条 支 店

執行役員会

専務取締役

社 長 コンプライアンス委員会

人 事 研 修 課

総 務 課

経 営 企 画 部

営 業 企 画 部

推 進 課

銀 証 連 携 室

証 券 事 務 課

シ ス テ ム 課

『組織図』 
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４. 株式の保有数の上位 10位までの株主の氏名又は名称並びにその株式の保有数及び総株主等の 

議決権に占める当該株式に係る議決権の数の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

氏 名 又 は 名 称 
 

 

 

保 有 株 式 数 割 合 

１．株 式 会 社 第 四 銀 行 ３,９４９,０００株  １００.００％ 

合      計 ３,９４９,０００株  １００.００％  

 

５. 役員の氏名又は名称 

役 職 名 氏名又は名称 代表権の有無 常勤・非常勤の別 

取締役社長 髙  橋  尚  樹 有 常 勤 

常務取締役 

（内部管理統括責任者） 
河  田     昇 無 常 勤 

常務取締役 佐  藤  浩  郎 無 常 勤 

取  締  役 菅  原  一  男 無 常 勤 

監 査 役 村  川  義  彦 － 常 勤 

監 査 役 河    合    慎 次 郎 － 非常勤 

監 査 役 佐   野  栄 日 出 － 非常勤 

監  査  役 佐  藤  孝  一 － 非常勤 
 

 

監査役 佐野栄日出氏および 佐藤孝一氏の 2名は、会社法第 2条第 16号に定める社外監査役で 

あります。 

 

６． 政令で定める使用人の氏名 

(1) 金融商品取引業に関し、法令等（法令、法令に基づく行政官庁の処分又は定款その他の規則を 

いう。）を遵守させるための指導に関する業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる 

名称を有する者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある 

者を含む。）の氏名 

氏    名 役   職   名 

鴨 井  孝 也 執行役員管理本部副本部長（内部管理統括補助責任者） 

住 田  康 彦 コンプライアンス本部監査部長（内部管理統括補助責任者） 
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(2) 投資助言業務（金融商品取引法（以下「法」という。）第 28条第 6項に規定する投資助言業をいう。）

又は投資運用業務（同条第 4項に規定する投資運用業務をいう。）に関し、助言又は運用（その指図を

含む。）を行う部門を統括する者（金融商品の価値等（法第 2条第 8項第 11 号ロに規定する金融商品

の価値等をいう。）の分析に基づく投資判断を行う者を含む。）の氏名 

     該当ありません。 

 

(3) 投資助言・代理業（法第 28 条第 3項に規定する投資助言・代理業をいう。）に関し、法第 29条の 2

第 1 項第 6号の営業所又は事務所の業務を統括する者（部長、次長、課長その他いかなる名称を有す

る者であるかどうかを問わず、当該業務を統括する者の権限を代行し得る地位にある者を含む。）の氏

名 

     該当ありません。 

 

７.  業務の種別 

金融商品取引業（法第２条第８項） 

1. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引 

2. 有価証券の売買、市場デリバティブ取引又は外国市場デリバティブ取引の媒介、取次ぎ又は代理 

3. 取引所金融商品市場における有価証券の売買又は市場デリバティブ取引ならびに外国金融商品市場

における有価証券の売買又は外国市場デリバティブ取引の委託の媒介、取次ぎ又は代理 

4. 有価証券の引受け 

5. 有価証券の募集又は私募 

6. 有価証券の売出し 

7. 有価証券の募集若しくは売出しの取扱い又は私募の取扱い 

8. 有価証券取引等又はデリバティブ取引に関して、顧客から金銭又は有価証券の預託を受けること 

9. 社債等の振替に関する法律に規定する社債等の振替を行うために口座の開設を受けて社債等の振替

を行うこと 

10. 前各号の業務のほか、金融商品取引法その他の法律により金融商品取引業者が営むことができる業務 

11. その他前各号に付随又は関連する一切の業務 
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８. 本店その他の営業所又は事務所（外国法人にあっては、本店及び国内における主たる営業所又は 

事務所その他の営業所又は事務所）の名称及び所在地 

名   称 郵便番号 所   在   地 

本   店 940-0061 長岡市城内町三丁目 8番地 26 

村 上 支 店 958-0854 村上市田端町 9番 33 号 

新発田支店 957-0061 新発田市住吉町三丁目 4番 28号 

新潟営業部 951-8066 新潟市中央区東堀前通七番町 1078 番地 2 

出来島支店 950-0962 新潟市中央区出来島二丁目 1番 24号 

新 津 支 店 956-0864 新潟市秋葉区新津本町三丁目 18 番 2 号 

燕  支 店 959-1258 燕市仲町 3番 3号 

三 条 支 店 955-0063 三条市神明町 1番 1号 

長岡大手支店 940-0062 長岡市大手通二丁目 8番地 

小千谷支店 947-0028 小千谷市城内二丁目 1番 2号 

六日町支店 949-6680 南魚沼市六日町 103 番地 2 

柏 崎 支 店 945-0055 柏崎市駅前二丁目 3番 4号 

直江津支店 942-0084 上越市五智新町１番 28号 

高 田 支 店 943-0834 上越市西城町三丁目 7番 8号 

糸魚川支店 941-0061 糸魚川市大町一丁目 5番 7号 
 

 

９.  他に行っている事業の種類 

     該当ありません。 

１０.  苦情処理及び紛争解決の体制 

金融商品取引法上の業務に関する苦情等の解決については、社内措置を講ずるほか、特定非営利活

動法人 証券・金融商品あっせん相談センター「ＦＩＮＭＡＣ」との間で特定第一種金融商品取引業

務に係る手続実施基本契約を締結したことにより「指定紛争解決機関による苦情及び紛争解決のあっ

せん」による措置を講じている。                

 

１１.  加入する金融商品取引業協会及び対象事業者となる認定投資者保護団体の名称 

「日本証券業協会」 

 

１２.  会員又は取引参加者となる金融商品取引所の名称又は商号 

「株式会社 東京証券取引所」 

 

１３.  加入する投資者保護基金の名称 

「日本投資者保護基金」 
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Ⅱ．業務の状況に関する事項 

１．当期の業務の概要 

当事業年度におけるわが国の市況は、期初はトランプ政権内の混乱に加え、北朝鮮のミサイル発射

や欧州で反欧州連合勢力が台頭したことが重なり、軟調な展開からスタートしました。その後 2 万円

台をはさんだ展開がしばらく続き、9月になり北朝鮮に対する国連制裁決議などで警戒感が後退、さら

に衆議院解散の決定から海外投資家の資金が流入し、好調な企業業績、世界同時好況、金融緩和の継

続という要因により株価は上昇して 11 月に 22,937 円と 25 年 10 ヵ月ぶりの高値をつけました。年末

年始にかけてトランプ大統領が掲げる減税法案が刺激となり、また日銀が金融政策の現状維持を決め

たことから、更に株価は上昇し 1 月 23 日の終値は 24,124 円となりました。しかし 2 月以降、米国長

期金利の上昇で世界の金融市場が混乱し、円高の進行、米中貿易摩擦への警戒感から下げに転じ、年

度末日経平均株価は 21,454 円で終わりました。 

そのような中で当社は、最終年度となる中期経営計画「CCC プラン」に則り、4つの経営戦略「収益

力、基盤の拡大」「第四銀行グループとして総合力発揮」「本部・営業店一体の顧客対応」「人材の育成

強化」に取り組み、とりわけ第四銀行との紹介仲介の推進をはじめとした連携を強化し、グループと

して金融サービスの一層の向上に努めました。 

第 68期におきましては、新たに策定した中期経営計画「3up Plan 2020」を徹底推進し、「安定した

収益基盤の構築」と、「お客さま満足度」、「社員能力・満足度」を向上させる各種施策を着実・強力に

実施して参ります。 

 

〔受 入 手 数 料〕 

    前記の通り、年度後半に向け好調な市況となり、株式及び投信手数料も下期に大きく伸び、以下の

ような結果となりました。 

・株式の委託売買金額は前期比 41.8％増加の 145,921 百万円で、その結果、株式部門の受入       

手数料は同 37.4％増加の 1,200 百万円となりました。 

・募集・売出しの取扱高は前期比 44.2％増加の 71,520 百万円で、その結果、投資信託部門の受入

手数料は同 42.6%増加の 749 百万円となりました。 

 

〔トレーディング損益〕 

トレーディング損益は、前期まで増加基調であった紹介仲介が、今期は鈍化傾向となったこともあ

り、前期比 2.90％減尐の 1,132 百万円となりました。内訳として新規である 1次紹介が伸び悩む中で、

仕組債の大量償還のフォローにより 2 次紹介を増加させましたが、紹介仲介によるグループ収益は前

期比 91 百万円増加の 1,040 百万円に留まりました。 

 

〔損 益 の 状 況〕 

当期の損益の状況につきましては、先に述べた部門別収益の状況から、受入手数料合計は前期比

39.0％増加の 1,952 百万円となりました。外国債券販売等によるトレーディング損益ならびに金融収

支を含む純営業収益では前期比 20.1%増加の 3,106 百万円となりました。また、費用面におきましては、

当事業年度の販売費・一般管理費は前期比 5.6％増加の 2,664 百万円となりました。 

その結果、当事業年度の営業損益は 442 百万円で、経常損益は 631 百万円となりました。さらに、

投資有価証券売却益等 449 百万円を特別利益に計上し、資産売却損等 2 百万円を特別損失に計上した

結果、当期純利益は 754 百万円となりました。 
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２. 業務の状況を示す指標 

(1) 経営成績等の推移 

                                （単位：百万円） 

 平成２8 年３月期 平成２9 年３月期 平成３０年３月期 

資 本 金 ６００ ６００ ６００ 

発行済株式総数 ３,９４９千株 ３,９４９千株 ３,９４９千株 

営 業 収 益 ２,５１７ ２,５９０ ３,１１３ 

   (受入手数料) １,９１３ １,４０４ １,９５２ 

(( 委託手数料 )) １,１９８ ９２１   １,２３８ 

(( 引受・売出し・特定 

投資家向け売付け勧誘 

等の手数料 )) 

 ３    １     ０ 

(( 募集・売出し・特定 

投資家向け売付け勧誘 

等の取扱い手数料 )) 

４９８   ３０５ ５１５ 

((その他の受入手数料)) ２１２  １７５ １９７ 

   (トレーディング損益) ５６８   １,１６５   １,１３２ 

     (( 株券等 )) ７７    ０ ０ 

     (( 債券等 )) ４９０  １,２６６   １,１６６ 

     (( その他 )) － △１０１     △３４     

純 営 業 収 益 ２,５０８ ２,５８６ ３,１０６ 

経 常 損 益 △６６ ２５３ ６３１ 

当 期 純 損 益 ５８１  ４４５ ７５４ 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

(2) 有価証券引受・売買等の状況 

   ① 株券の売買高の推移  

                                （単位：百万円） 

 平成２８年３月期 平成２９年３月期 平成３０年３月期 

自  己 １,３５２ ４２７ ４９６ 

委  託 １２８,２０３ １０２,８３６ １４５,９１９   

計 １２９,５５６ １０３,２６３ １４６,４１６   



8 

② 有価証券の引受け及び売出し並びに特定投資家向け売付け勧誘等並びに有価証券の募集、売出し 

及び私募の取扱い並びに特定投資家向け売付け勧誘等の取扱いの状況 

                              （単位：千株、百万円） 

 区  分 引受高 売出高 

特定投資 

家向け売 

付け勧誘 

等の総額 

募集の 

取扱高 

売出しの 

取扱高 

私募の  

取扱高 

特定投資家

向け売付け

勧誘等の取

扱高 

平

成

28

年

3

月

期 

株券 ４９ ４９ － ０ － － － 

国債証券 －   ５４８  － － 

地方債証券 －   １８０  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 １５０ － － － － － － 

受益証券    ６０,０１４ － － － 

その他 － － － － － － － 

平

成

29

年

3

月

期 

株券 １５ １５ － １ － － － 

国債証券 －   ５４０  － － 

地方債証券 －   １８０  － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 １５０ － － － － － － 

受益証券    ５４,６５３ － － － 

その他 － － － － － － － 

平

成

30

年

3

月

期 

株券 ３５ ３５ － ０ － － － 

国債証券 －      － － 

地方債証券 －     － － 

特殊債券 － － － － － － － 

社債券 １００ － － － － － － 

受益証券    ７７,１１５ － － － 

その他 － － － － － － － 
 

 

 

 

 

 

(3) その他業務の状況 

該当ありません。 
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(4) 自己資本規制比率の状況 

                              （単位：％、百万円） 
 

 平成２８年３月期 平成２９年３月期 平成３０年３月期 

自己資本規制比率（Ａ／Ｂ 

×100） ４０１．１ ４８３．０ ３９６．５ 

固定化されていない自己 

資本（Ａ） １０,５７５ １０,０５２ １０,５９６ 

リスク相当額（Ｂ） ２,６３６ ２,０８１ ２,６７２ 

 市場リスク相当額 １,９７９ １,３４１ １,９４７ 

 取引先リスク相当額 ５５ ６７ ７３ 

 基礎的リスク相当額 ６０１ ６７１ ６５１ 

 

(5) 使用人の総数及び外務員の総数 

                                  （単位：名） 
 

 平成２８年３月期 平成２９年３月期 平成３０年３月期 

使 用 人 ２１１ ２０５ ２０９ 

（うち外務員） （２０５） （１９８） （２００） 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



10 

Ⅲ．財産の状況に関する事項 

１．経理の状況 

(1) 貸借対照表 

（単位：百万円）  
 

科      目 

 

前 期  

（平成 29 年 3月 31 日） 

当 期 

（平成30年3月31日） 

（ 資 産 の 部 ）   

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 託 金 

顧 客 分 別 金 信 託 

ト レ ー デ ィ ン グ 商 品 

商 品 有 価 証 券 

約 定 見 返 勘 定 

信 用 取 引 資 産 

信 用 取 引 貸 付 金 

信用取引借証券担保金 

立 替 金 

短 期 差 入 保 証 金 

前 払 金 

前 払 費 用 

未 収 入 金 

未 収 収 益 

繰 越 税 金 資 産 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

電 話 加 入 権 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

社 内 長 期 貸 付 金 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

13,707 

6,094 

5,700 

5,700 

51 

51 

257 

1,508 

1,469 

39 

― 

2 

0 

4 

3 

47 

38 

6,902 

1,211 

278 

12 

580 

5 

334 

15 

11 

3 

0 

5,674 

5,541 

0 

30 

38 

79 

△15 

13,902 

5,624 

5,900 

5,900 

54 

54 

231 

1,962 

1,950 

11 

― 

2 

0 

5 

4 

60 

57 

7,580 

1,191 

263 

13 

576 

4 

333 

15 

11 

3 

0 

6,374 

6,256 

0 

24 

27 

79 

△15 

資 産 合 計 20,609  21,482 
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（単位：百万円） 
 

科      目 

 

前 期 
（平成 29 年 3月 31 日） 

当 期 
（平成30年3月31日） 

 

 
 

( 負 債 の 部 ) 
 

 

 

    

流 動 負 債 6,667  6,698  

信 用 取 引 負 債 113  89  

信 用 取 引 借 入 金 46  76  

信用取引貸証券受入金 67  12  

預 り 金 5,818  5,554  

受 入 保 証 金 439  494  

未 払 金 8  63  

未 払 費 用 130  107  

未 払 法 人 税 等 57  255  

賞 与 引 当 金 93  117  

役 員 賞 与 引 当 金 4  12  

リ ー ス 債 務 1  1  

固 定 負 債 2,104  2,316  

繰 延 税 金 負 債 1,520  1,747  

退 職 給 付 引 当 金 384  380  

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 13  13  

リ ー ス 債 務 4  2  

長 期 未 払 金 182  172  

特 別 法 上 の 準 備 金 12  11  

金融商品取引責任準備金 12  11  

負 債 合 計 8,785  9,024  
 

 

 

 

（ 純 資 産 の 部 ）     

株 主 資 本 8,338  8,465  

資 本 金 600  600  

資 本 剰 余 金 4  4  

資 本 準 備 金 4  4  

利 益 剰 余 金 7,734  7,861  

利 益 準 備 金 146  146  

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,588  7,715  

 別 途 積 立 金 5,140  5,140  

 繰越利益剰余金 2,448  2,575  

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

3,485 

3,485 

 3,993 

3,993 

 

純   資   産   合   計 11,824  12,458  

負  債 ・ 純  資  産  合  計 20,609  21,482  
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 (2) 損益計算書 

                   （単位：百万円）  

 前 期 
（平成29年3月 31日） 

当 期 
（平成30年3月31日） 

営  業  収  益 2,590  3,113  

 受 入 手 数 料 1,404  1,952  

 トレーディング損益 1,165  1,132  

 金 融 収 益 20    28   

金  融  費  用 4  6  

純 営 業 収 益 2,586  3,106  

営  業  費  用 2,522  2,664  

 販売費・一般管理費 2,522  2,664  

営 業 利 益 63  442  

営 業 外 収 益 190  191  

 投資有価証券配当金 180  166  

 雑 益 10  24  

営 業 外 費 用 0  1  

 雑 損 0  1  

経 常 利 益 253  631  

特  別  利  益 389  449  

 固 定 資 産 売 却 益 ―  2  

 投資有価証券売却益 385  445  

 金融商品取引責任準備金戻入益 3  1  

特  別  損  失 8  2  

 固 定 資 産 除 却 損 0  0  

 固 定 資 産 売 却 損 8  2  

 減 損 損 失 ―  ―  

税 引 前 当 期 純 損 益 634  1,078  

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 185  342  

法 人 税 等 調 整 額 △4  △19  

当 期 純 損 益 445  754  
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(3) 株主資本等変動計算書 

 

〔前期〕               自 平成 28年 4 月 11    日 

   至 平成 29年 3月 31 日 
                                                                                （単位：百万円）  

 株主資本 

 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 株主資本 

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金  

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 2,418 7,704 8,308 

当期変動額         

剰余金の配当      △414 △414 △414 

当期純利益      445 445 445 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － － － 30 30 30 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 2,448 7,734 8,338 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・換 算   

差 額 等合 計 

当期首残高 4,041 4,041 12,349 

当期変動額    

剰余金の配当   △414 

当期純利益   445 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

△555 △555  △555 

当期変動額合計 △555 △555 △525 

当期末残高 3,485 3,485 11,824 
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〔当期〕               自 平成 29 年 4 月          1 日 

      至 平成 30年 3月 31 日 

                                                                   （単位：百万円） 

 株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
 株主資本  

合計 資本準備金 
資本剰余金  

合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 利益剰余金 

合計 別途積立金 繰越利益剰余金 

当期首残高 600 4 4 146 5,140 2,448 7,734 8,338 

当期変動額         

剰余金の配当      △628 △628 △628 

当期純利益      754 754 754 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

        

当期変動額合計 － － － － － 126 126 126 

当期末残高 600 4 4 146 5,140 2,575 7,861 8,465 
 

 
 評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証

券評価差額金 

評 価 ・換 算   

差 額 等合 計 

当期首残高 3,485 3,485 11,824 

当期変動額    

剰余金の配当   △628 

当期純利益   754 

株主資本以外

の項目の当期

変動額（純額） 

507 507 507 

当期変動額合計 507 507 634 

当期末残高 3,993 3,993 12,458 
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(4) 個別注記表  

当社の貸借対照表、損益計算書および株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成 18 

年法務省令第 13号）の規定のほか「金融商品取引業等に関する内閣府令」(平成 19 年内閣府令 

第 52 号)及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和 49 年 11 月 14 日付日本証券業 

協会自主規制規則)に準拠して作成しております。 

なお、記載金額は千円未満を切り捨てて表示してあります。 

 

［重要な会計方針に関する事項に関する注記］ 

 

 

前 期 

 自 平成 28 年 4月 １日 

 至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

 自 平成 29 年 4月 １日 

 至 平成 30 年 3月 31 日 
 

 

１．所有有価証券の評価方法 

（1）トレーディング商品 時価法 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの    時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算出） 

時価のないもの   移動平均法による原価法 

 

 

 

１．所有有価証券の評価方法 

（1）トレーディング商品 時価法 

（2）その他有価証券 

時価のあるもの   時価法 

同 左 

 

時価のないもの   移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物

（附属設備を除く）並びに平成 28 年 4 月 1 日以降

に取得した建物附属設備及び構築物については定

額法を採用しております。 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

なお、ソフトウェア（自社利用分）については、

社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

を採用しております。 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産   

リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする

定額法を採用しております。 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、また、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

   従業員に対する賞与の支給に備えるため、当社所

定の計算方法で算出した支給見込額を計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込

額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末に

おける退職給付債務（簡便法による期末自己都合要

支給額）を計上しております。 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職により支給する役員退職慰労金に充て

るため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（1）有形固定資産（リース資産を除く）定率法 

同 左 

 

 

 

（2）無形固定資産（リース資産を除く）定額法 

同 左 

 

 

（3）リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産  

  同 左 

 

３．引当金及び特別法上の準備金の計上基準 

（1）貸倒引当金 

同 左 

 

 

 

（2）賞与引当金 

     同 左 

 

 

(3) 役員賞与引当金 

 同 左 

 

(4) 退職給付引当金 

    同  左 

 

 

 

(5) 役員退職慰労引当金 

同 左 
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所 有 権 

(6) 金融商品取引責任準備金 

金融商品取引の事故による損失に備えるため、金

融商品取引法第 46 条の 5 の規定に基づく方法によ

り、金融商品取引責任準備金を計上しております。 

 

４．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。 

５．重要な会計方針の変更 

（1）減価償却に関する会計基準 

       法人税法の改正に伴い、「平成 28 年度税制改正

にかかる減価償却方法の変更に関する実務上の取

扱い」（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6月 17 日）

を当会計期間に適用し、平成 28 年 4月 1日以降に

取得した建物付属設備及び構築物に係る減価償却

方法を定率法から定額法に変更しております。な

お、この変更による影響は軽微であります。 

 
 

 

 

(6) 金融商品取引責任準備金 

同 左 

 

 

 

４. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

（1）消費税等の会計処理 

同 左 

 

以下該当ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

〔表示方法の変更に関する注記〕 

〔前期〕 

    （損益計算書） 

    為替差損益（「為替差損」101,181 千円）は、従来、金融収益または金融費用に含めて表示しており

ましたが、新基幹システム導入を契機として実態をより反映した計上科目への見直しを行い、当事業

年度より、トレーディング損益に含めて表示しております。なお、前事業年度の為替差損は 5,826 千

円です。 

〔当期〕 

     該当はありません。 

   

〔追加情報に関する注記〕 

〔前期〕 

    （繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針） 

    「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号平成28年3月28 日）

を当事業年度から適用しております。 

     (確定拠出年金制度への移行) 

    当社は、平成 28年 4月 1 日に退職一時金制度の一部について確定拠出年金制度へと移行し、「退職 

   給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第 1号）を適用しております。 

〔当期〕 

     該当はありません。 
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〔貸借対照表に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 29 年 4月 １日 

至 平成 30 年 3月 31 日 
 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）短期借入金の担保に供している資産 

土 地 542,291 千円 

建 物 201,461 千円 

計 743,752 千円 

上記に対応する債務 

上記資産には根抵当権が設定されていますが、 

当事業年度末において借入金はありません。 

（2）信用取引借入金の担保に供している資産  

投資有価証券 263,054千円 

上記に対応する債務  

信用取引借入金 46,323 千円 

 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額 

（上記１.を除く） 

信用取引貸証券 65,938 千円 

信用取引借入金の本担保証券 47,010 千円 

 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,389,261 千円 

信用取引借証券 38,042 千円 

受入保証金代用有価証券 2,768,480 千円 

  （再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額 777,022 千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 5,861,831千円 

短期金銭債務 66,512 千円 
 

 

 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

（1）短期借入金の担保に供している資産 

土 地 542,291 千円 

建 物 186,003 千円 

計 728,294 千円 

上記に対応する債務  

上記資産には根抵当権が設定されていますが、 

当事業年度末において借入金はありません。 

（2）信用取引借入金の担保供している資産 

投資有価証券 228,714 千円 

上記に対応する債務  

信用取引借入金 76,312 千円 

 

２．担保として差し入れた有価証券の時価額 

（上記１.を除く） 

信用取引貸証券 13,944 千円 

信用取引借入金の本担保証券 63,966 千円 

 

３．担保として差し入れを受け入れた有価証券の時価額 

信用取引貸付金の本担保証券 1,782,807 千円 

信用取引借証券 11,812 千円 

受入保証金代用有価証券 2,668,684 千円 

  （再担保に供する旨の同意を得たものに限る） 

 

４．有形固定資産の減価償却累計額 

減価償却累計額 793,265 千円 

 

５．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

短期金銭債権 5,138,561千円 

短期金銭債務 38,649 千円 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔損益計算書に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 29 年 4月 １日 

至 平成 30 年 3月 31 日 
 

 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高      

営業収益 5,101 千円 

営業費用 418,645 千円 

営業取引以外の取引による取引高       ― 
 

 

 

１．関係会社との取引高 

営業取引による取引高 

営業収益           4,969 千円 

営業費用           423,864 千円 

営業取引以外の取引による取引高      ― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



18 

〔株主資本等変動計算書に関する注記〕 

〔前 期〕（自 平成 28年 4 月 1日 至 平成 29 年 3 月 31 日） 

   １．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

   ２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

 （1）配当金支払額 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 28 年 6月 24 日 

定 時 株 主 総 会 
287,329 千円 72 円 76 銭 平成 28 年 3 月 31 日 平成 28 年 6 月 27 日 

平成 28 年 10 月 27 日 

定 時 取 締 役 会 
127,552 千円 32 円 30 銭 平成 28 年 9 月 30 日 平成 28 年 11 月 15 日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 
 

 

 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 29 年 6月 28 日 

定 時 株 主 総 会 
317,618 千円 80 円 43 銭 平成 29 年 3 月 31 日 平成 29 年 6 月 29 日 

 

〔当 期〕（自 平成 29年 4 月 1日 至 平成 30 年 3 月 31 日） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,949,000 株 

２．当事業年度末における自己株式の種類及び株式数 

普通株式 0 株 

３．剰余金の配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 
 

決  議 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 29 年 6月 28 日 

定 時 株 主 総 会 
317,618 千円 80 円 43 銭 平成 29 年 3 月 31 日 平成 29 年 6 月 29 日 

平成 29 年 10 月 25 日 

定 時 取 締 役 会 
311,062 千円 78 円 77 銭 平成 29 年 9 月 30 日 平成 29 年 11 月 15 日 

 

（2）基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

 

 

決議予定 配当金の総額 1 株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成 30 年 6月 27 日 

定 時 株 主 総 会 
443,907 千円 112 円 41 銭 平成 30 年 3 月 31 日 平成 30 年 6 月 28 日 
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〔税効果会計に関する注記〕  

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 

 

前 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 29 年 4月 １日 

至 平成 30 年 3月 31 日 

繰越税金資産   繰越税金資産   

 退職給付引当金 117,375 千円 退職給付引当金 115,947 千円 

  長期未払金 55,680 千円 長期未払金 52,658 千円 

 賞与引当金 33,327 千円 賞与引当金 36,475 千円 

 減損損失 29,188 千円 減損損失 33,327 千円 

 減価償却超過額 9,678 千円 減価償却超過額 10,530 千円 

有価証券評価減 7,568 千円 有価証券評価減 7,568 千円 

その他 24,970 千円 その他 35,709 千円 

繰越税金資産小計 277,790 千円 繰越税金資産小計 292,218 千円 

評価性引当額 △239,310 千円 評価性引当額 △234,649 千円 

繰越税金資産合計 38,479 千円 繰越税金資産合計 57,569 千円 

繰越税金負債   繰越税金負債   

 その他有価証券評価差額金 1,520,169 千円  その他有価証券評価差額金 1,747,480 千円 

繰越税金負債合計 1,520,169 千円 繰越税金負債合計 1,747,480 千円 

繰越税金負債の純増 1,481,689 千円 繰越税金負債の純増 1,689,911 千円 

 
     

 

〔金融商品に関する注記〕 

 

 

前 期 

自 平成 28 年 4月 １日 

至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

自 平成 29 年 4月 １日 

至 平成 30 年 3月 31 日 

１．金融商品の状況に関する事項 １．金融商品の状況に関する事項 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定

しております。 

信用取引資産及び信用取引負債に係る顧客の信用

リスクは、顧客管理に関する規程等に沿ってリスク低

減を図っております。 

また、投資有価証券は主として株式であり、上場株

式については四半期ごとに時価の把握を行っていま

す。借入金の使途は主として短期運転資金でありま

す。 

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定

しております。 

信用取引資産及び信用取引負債に係る顧客の信用

リスクは、顧客管理に関する規程等に沿ってリスク低

減を図っております。 

また、投資有価証券は株式であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っています。借入金

の使途は主として短期運転資金であります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 ２．金融商品の時価等に関する事項 

平成 29 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。  

                            (単位：千円) 

 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金及び預金 6,094,585 6,094,585 ― 

(2) 預託金 5,700,000 5,700,000 ― 

(3) 信用取引資産 1,508,269 1,508,269 ― 

(4) 投資有価証券 

その他有価証券  5,440,092 5,440,092 ― 

(5) 預り金 （5,818,052） （5,818,052） ― 

(6) 受入保証金 （439,217） （439,217） ― 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示し

ております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

(1)現金及び預金、(2)預託金及び(3)信用取引資産 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額 

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 

平成 30 年 3月 31 日における貸借対照表計上額、時   

価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

            (単位：千円) 
 貸借対照表 

計上額（＊） 
時 価（＊） 差 額 

(1) 現金及び預金 5,624,246 5,624,246 ― 

(2) 預託金 5,900,000 5,900,000 ― 

(3) 信用取引資産 1,962,196 1,962,196 ― 

(4) 投資有価証券 

その他有価証券 6,155,678 6,155,678 ― 

(5) 預り金 (5,554,722) (5,554,722) ― 

(6) 受入保証金 (494,188) (494,188) ― 

（＊）負債に計上されているものについては、（ ）で示し

ております。 

（注 1）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項  

(1)現金及び預金、(2)預託金及び(3)信用取引資産 

同 左 
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(4)投資有価証券 その他有価証券 

これらの時価について、株式は取引所の価格、債券 

は証券業協会が公表する価格によっております。 

(5)預り金及び(6)受入保証金 

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額

にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。  

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融

商品は次のとおりであり、金融商品の時価の情報の

「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含まれて

おりません。 

(単位：千円) 

区 分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊） 101,026 

合 計 101,026 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象とはしておりません。 

(4)投資有価証券 その他有価証券 

同 左 
 

(5)預り金及び(6)受入保証金 

同 左 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注 2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融

商品は次のとおりであり、金融商品の時価の情報の

「(4)投資有価証券 その他有価証券」には含まれて

おりません。 

(単位：千円)   

区 分 貸借対照表計上額 

① 非上場株式（＊） 101,026 

合 計 101,026 

（＊）非上場株式については、市場価格がなく、時価を把

握することが極めて困難と認められることから、時

価開示の対象とはしておりません。 

 

 

 

〔関連当事者との取引に関する注記〕 

〔前期〕 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等の所有  

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

取引の内容 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

取引金額 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

科目 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

期末残高 
 

 

 

 

 

 

 

 

親会社 
株式会社 

第四銀行 

被所有 

直接 100% 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 

 

 

 

 

 

 

 

339,074 
未払 

費用 

 

 

 

 

 

 

 

60,955 

 

〔当期〕 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

属 性 
会社等の 

名称 

議決権等の所有  

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

取引の内容 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

取引金額 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

科目 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

期末残高 
 

 
 

 

 

 

 

 

親会社 
株式会社 

第四銀行 

被所有 

直接 100% 

営業上の 

取引 

仲介手数料 

の支払 

 

 
 

 

 

 

 

330,067 
未払 

費用 

 

 
 

 

 

 

 

31,123 

(注 1)上記関連当事者との取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税が含まれてい 

ます。 

(注 2)取引条件及び取引条件の決定方針等 

   仲介手数料の支払に係る料率については、取引条件を勘案して交渉により決定しております。 

 

〔１株当たり情報に関する注記〕 

 

 

前 期 

 自 平成 28 年 4月 １日 

 至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

 自 平成 29 年 4月 １日 

 至 平成 30 年 3月 31 日 

１. １株当たり純資産額 2,994 円 31 銭 １. １株当たり純資産額 3,154 円 86 銭 

２. 
 

１株当たり当期純利益 
 

112 円 73 銭 ２. １株当たり当期純利益 191 円 18 銭 

 

〔重要な後発事象に関する注記〕 

 

 

前 期 

 自 平成 28 年 4月 １日 

 至 平成 29 年 3月 31 日 

 

 

当 期 

 自 平成 29 年 4月 １日 

 至 平成 30 年 3月 31 日 

記載すべき事項はありません。 記載すべき事項はありません。 
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２．借入金の主要な借入先及び借入金額                    （単位：百万円） 

 

 

 

３．保有する有価証券（トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。）の取得 

価格、時価及び評価損益 

                               （単位：百万円） 
 

 平成 29 年 3 月期 平成 30 年 3 月期 

 取得価格 時 価 評価損益 取得価格 時 価 評価損益 

１．流動資産 － － － － － － 

（1）株券 － － － － － － 

（2）債券 － － － － － － 

（3）その他 － － － － － － 

２．固定資産 535 5,541 5,005 515 6,256 5,740 

（1）株券 535 5,541 5,005 515 6,256 5,740 

（2）債券 － － － － － － 

（3）その他 － － － － － － 

合  計 535 5,541 5,005 515 6,256 5,740 

（注）トレーディング商品に属するものとして経理された有価証券を除く。 

４．デリバティブ取引（トレーディング商品に属するものとして経理された取引を除く。）の契約価額時価及

び評価損益 

（1）先物取引・オプション取引の状況 

① 株式 

     該当ありません。 

② 債券 

     該当ありません。 

 

（2）有価証券店頭デリバティブ取引の状況 

該当ありません。 

 

５．財務諸表に関する会計監査人等による監査の有無 

会社法第 436 条第 2 項第 1 号の規定に基づき、監査法人「有限責任 あずさ監査法人」による監査

を受けております。 

Ⅳ．管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

  (1) コンプライアンス（内部管理）体制 

日本証券業協会（自主規制機関）の規則に則り、会社全体に責任を有する内部管理統括責任者（取

締役）ならびに同補助責任者を配置、また、各営業単位（支店等）に責任を有する営業責任者およ

び内部管理責任者を配置し、責任体制を推進しております。 

 

借入先の氏名又は名称 平成２９年３月期借入金額 平成３０年３月期借入金額 

日本証券金融(株) ４６ ７６ 
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    (2) コンプライアンスを推進する組織 

① コンプライアンス委員会は、コンプライアンス上の諸問題に対し審議する機関であり、取締

役会等の機能強化の一環として存続する社内組織です。 

② コンプライアンス本部は、コンプライアンスに関する問題を一元的に管理するとともに、営業活

動および取引状況を監視し、証券事故および紛争等の対応窓口となります。 

③  営業責任者および内部管理責任者は、営業活動が金融商品取引法その他の法令諸規則等に準拠

し、適正に遂行されているかを指導および監督する役割を担っています。 

④  内部管理責任者研修兼会議では、コンプライアンス（内部管理）の業務に関する連絡、周知お

よび徹底を目的とし研修も含め、営業現場のコンプライアンスに関する問題点等の改善に向けた

協議等が行われます。 

 

 

 

 

≪コンプライアンス推進体制≫ 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 
 

 

取  締  役  会  

コンプライアンス委員会 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

営業責任者 内部管理責任者 

コンプライアンス本部 

 

 

 

 

 

内部管理責任者  

研修会議 

 

 

会  長 

 

 

 

 

社  長 

 

 

 

専 務 取 締 役 

 

 

 

常 務 取 締 役 
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組織の名称 職 務 分 掌 業 務 内 容 

監 査 課 １．社内監査に関する事項 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

２．コンプライアンスに関する事項 

 

 

 

 
 
 

 

 

 

 

 

３．分別保管に関する事項 
 

 

 

 

 

 

 

４．主務官庁等の検査立会いに関する

事

項 
 

５．顧客からの苦情に関する事項 

 

 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

６．不適切行為・証券事故等に関する

事項 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

７．顧客残高照合等に関する事項 

 

① 監査計画の立案・実施 

② 監査結果に基づく講評、改善の指示 

③ 監査報告書の作成、管理 

④ 監査体制の確立 
 
  
① 法令、諸規則等の遵守状況の把握 

② コンプライアンスに関する制度の整備 

③ 教育及び研修の企画、立案、実施 

④ コンプライアンス事項に関する関係部署との連絡 

⑤ コンプライアンス委員会の事務局 
 
 
① 顧客資産の分別保管の管理状況把握及び監査 
 
 
① 主務官庁の検査立会いとその整備 

② 主務官庁への提出資料の作成、内容確認及び報告 
 
 
① 顧客からの証券取引に関する苦情等への対応 

② 苦情内容について関係部署への連絡、指示 

③ 苦情内容の把握及び解決のための活動の統括 

④ 紛争・訴訟等に関する処理 

⑤ 紛争・訴訟処理について関係部署への連絡、指示 
 
 

① 不祥事故等の調査及び処理 

② 不適切行為にかかる事故確認申請に関する対応、

届出及び処理 

③ 証券取引に関する事故等の調査及び処理 

④ 証券事故等についての関係部署への連絡、 指示 
 
 

① 取引残高報告書の回答書の管理 

② 返却郵便物の管理 

営業管理課 １．営業活動に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

２．顧客管理に関する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．営業事務管理に関する事項 

① 取引の把握及び適正営業のための指示、助言 

② 取引管理、考査に関する企画、立案 

③ 営業社員の遵守状況の審査 
 
 

① 顧客口座の登録に関する審査及び管理 

② 家族名義顧客の管理 

③ 新規顧客の前受金、前受証券の管理及び前受免除

の管理 

④ 信用供与顧客の管理 

⑤ 信用取引評価損益の管理 

⑥ 顧客カードの整備及び把握 

⑦ 顧客の取引状況の把握 

⑧ 大口顧客及び売買頻度の高い顧客の管理 

⑨ 取引内容の妥当性についての管理 

⑩ 郵便物に関する念書の審査及び管理 

⑪ 郵便物に関する念書顧客明細簿の作成及び管理 
 
 

①  顧客立替金、信用保証金、受渡遅延等の管理 

② 信用取引等の不能状態顧客の把握及び管理 

③ 営業社員に対する事務管理指導 

④ 代理人取引の管理 

⑤ 各営業店の経理担当者に対する前記各号に関す

る指導 
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組織の名称 職 務 分 掌 業 務 内 容 

売買審査課 

 

 

１．営業活動状況に関する事項 

 

 

 

 

２．有価証券の売買管理に関する事項 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．内部者取引の管理に関する事項 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

４．役職員等取引口座開設に関する事項 

 

 

５．主務官庁等からの照会による調査

資料の提出に関する事項 

 
 

 

 

 

６．利益相反の管理に関する事項 

 

① 営業社員の遵守状況の審査、指導 

② 営業社員の営業活動状況の管理 

③ 投資勧誘姿勢の審査、指導 

④ 取引の誠実性、公平性の審査、指導 
 
 
① 売買審査対象顧客の抽出 

② 売買審査対象顧客の売買審査 

③ 売買審査の結果に基づく措置 

④ 部店責任者等への指示、助言及び連絡 

⑤ 部店責任者等からの照会への対応 

⑥ その他顧客による不公正取引の防止のために必

要な業務 
 
 
① 内部者登録カード等の管理 

② 内部者取引の未然防止のための情報管理、売買

管理 

③ 未公開情報の管理 
 
 

① 役職員等取引口座開設届の管理 

② 役職員の株式等の売買取引の把握及び管理 

 

① 売買情報等の調査資料の内容確認及び報告 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

① 利益相反管理態勢の整備・検証 

② 対象取引の特定、管理方法の検証 

③ 利益相反の該当性の判断 

④ 上記③において条件付、不適正の場合 

 

 

経 理 部 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．受渡に関する事項 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

２．資産の運用に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 
 

 

３．融資に関する事項 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

４．分別管理に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．顧客取引口座等に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

６．証券取引の税務に関する事項 

① 顧客との清算及び立替金、徴求書類等のチェッ

ク、管理 

② 金銭、有価証券の出納に係るチェック、管理 

③ 信用取引等の預託管理 
 
 

①  預金残高の統制、照合 

②  所有有価証券の担保運用、管理 
 
 

① 自己融資枠の担保管理 
 
 

①  顧客分別金の算定及び外部委託 

②  有価証券の顧客分と自己分の分別管理 
 
 
①  顧客コードの設定、変更、抹消に係る管理 

②  各種取引口座の設定、変更、抹消に係る管理 

③  取引残高報告書の発送に係る管理 
 
 
①  特定口座等証券取引税務に係る管理 
 
 

 ７．決算及び財務に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

８．主務官庁への対応に関する事項 

 
 

 

 

 

 

 

 

９．営業店に関する事項 

①  決算等関係書類の作成保管及び主務官庁等への

報告 
 
 
①  税務会計に係る主務官庁への立会いと準備 
 
 
① 営業店の経理処理のチェック、指導 
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２．分別管理等の状況 

  (1) 金融商品取引法第 43条の 2の規定に基づく分別管理の状況 

①  顧客分別金信託の状況 

                                                                  （単位：百万円） 

項  目 
平成 29 年 3月 31 日現在の 

金額 

平成 30 年 3月 31 日現在の 

金額 

直近差替計算基準日の顧客 

分別金必要額 
５,８４５ ５,３４９ 

期末日現在の顧客分別金信 

託額 
５,７００ ５,５００ 

期末日現在の顧客分別金必 

要額 
５,８４５ ５,１５６ 

 

②  有価証券の分別管理の状況 

   イ. 保護預り等有価証券 

有価証券の種類 
平成 29 年 3月 31 日現在 平成 30 年 3月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

株券 株数 185,608 千株 716 千株 106,012 千株   732 千株 

債券 額面金額 7,956 百万円 44,655 百万円 8,074 百万円 48,343 百万円 

受益証券 口数 57,373 百万口 2,900 百万口 55,486 百万口 3,344 百万口 

その他 額面金額 － － － － 

 

ロ. 受入保証金代用有価証券 

有価証券の種類 
平成 29 年 3月 31 日現在 平成 30 年 3月 31 日現在 

数  量 数  量 

株券 株数 ３,９６７千株 ２,４１９千株 

債券 額面金額 －百万円 －百万円 

受益証券 口数 １９３百万口 ２３８百万口 

その他 額面金額 － － 

 

   ハ.管理の状況 

 

 

種  類 会 社 の 保 管 形 態 

お客様からの預り金 

信 用 取 引 保 証 金 

先 物 取 引 証 拠 金 

募 集 等 受 入 金 

そ の 他 預 り 金 

 

 

 

金銭については、「分別管理に関する規程」に基づき計算した

金額を、三井住友信託銀行に預託しております。 
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国 内 株 式 

上 場 投 信 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度に

おいて取扱う振替株式等は、株式会社だいこう証券ビジネス（以

下「だいこう証券ビジネス」という。）において、会社の有価証

券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券について

は、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別できる

状態で管理しております。 

上記以外の株式については、当社金庫において、会社の有価証

券と顧客有価証券の保管場所を明確に区分し、顧客有価証券に係

る各顧客の持分が当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で

保管しております。 

； 

 

 

 

国 内 債 券 
国 内 投 信 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済制度に

おいて取扱う国債は、だいこう証券ビジネスにおいて、会社の有

価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧客有価証券につ

いては、当社の振替口座簿により、各顧客の持分を直ちに判別で

きる状態で管理しております。 

また、「社債、株式等の振替に関する法律」に基づく振替決済

制度において取扱う社債、株式等は、だいこう証券ビジネスにお

いて、会社の有価証券と顧客有価証券の口座を明確に区分し、顧

客有価証券については、当社の振替口座簿により、各顧客の持分

を直ちに判別できる状態で管理しております。 

 

 
 

 

 

 

海 外 株 式 

海 外 債 券 

海 外 投 信 

 

 

取次母店又は海外カストディアンにおいて、自己の有価証券と

顧客有価証券とを区別させ、顧客有価証券に係る各顧客の持分

は、当社の帳簿等により直ちに判別できる状態で保管していま

す。ただし、自己の有価証券と顧客有価証券にかかる持分が判別

できる状態で保管させることができない場合には、当社の帳簿に

より自己の有価証券と顧客有価証券とを区分し、顧客有価証券に

かかる各顧客の持分が直ちに判別できるように管理しておりま

す。 

 

③  対象有価証券関連店頭デリバティブ取引等に係る分別管理の状況 

   該当ありません。 

 

 (2) 金融商品取引法第 43 条の 2の 2の規定に基づく区分管理の状況 

 ①  商品顧客区分管理信託の状況 

該当ありません。 

② 有価証券等の区分管理の状況 

イ.  有価証券等の種類ごとの数量等 

該当ありません。 

ロ. 管理の状況 

該当ありません。 

 

(3) 金融商品取引法第 43条の 3の規定に基づく区分管理の状況 

①  法第 43 条の 3第 1項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 

②  法第 43 条の 3第 2項の規定に基づく区分管理の状況 

該当ありません。 
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〈参考時価情報〉 

  株券の参考時価情報 

   イ. 保護預り等有価証券 

 

平成 29 年 3月 31 日現在 平成 30 年 3月 31 日現在 

国 内 証 券 外 国 証 券 国 内 証 券 外 国 証 券 

167,371 百万円 172 百万円 173,941 百万円 321 百万円 
   

 

 

 

ロ. 受入保証金代用有価証券 

 

平成 29 年 3月 31 日現在 平成 30 年 3月 31 日現在 

金  額 金  額 

2,670 百万円 2,522 百万円 

 

Ⅴ．連結子会社等の状況に関する事項 

１．当社及びその子会社等の集団の構成 

   該当ありません。 

 

２．子会社等の商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地、資本金の額、事業の内容等 

該当ありません。 

 

以 上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 


